
資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　出

（単位　千円）令和7年度山梨県営電気事業会計補正予算実施計画

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

1 資本的支出 10,438,620 1,000,000 11,438,620

9 繰 出 金 1,450,000 1,000,000 2,450,000

1 一般会計繰出金 1,450,000 1,000,000 2,450,000
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（単位　千円）令和7年度山梨県営電気事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和 7 年 4 月 1 日から令和 8 年 3 月 31 日まで）

1 　業務活動によるキャッシュ・フロー

	 当年度純利益		  2,532,113

	 減価償却費		  1,423,824

	 固定資産除却損		  33,717

	 退職給付引当金の増減額（△は減少）		  △27,669

	 賞与引当金の増減額（△は減少）		  △3

	 修繕引当金の増減額（△は減少）		  △88,519

	 特別修繕引当金の増減額（△は減少）		  595,000

	 長期前受金戻入額		  △392,878

	 受取利息及び受取配当金		  △40,982

	 支払利息		  939

	 その他特別損失		  1,530

	 前払金の増減額（△は増加）		  △470,980

	 未収金の増減額（△は増加）		  △858,201

	 未払金の増減額（△は減少）		  △2,127,717

	 未払費用の増減額（△は減少）	 	 △202

	 小計		  579,972

	 利息及び配当金の受取額		  40,982

	 利息の支払額	 	 △939

 業務活動によるキャッシュ・フロー  620,015
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2 　投資活動によるキャッシュ・フロー

	 有形固定資産の取得による支出		  △2,739,285

	 有形固定資産の売却による収入		  10

	 無形固定資産の取得による支出		  △73,617

	 有価証券の取得による支出		  △2,600,000

	 有価証券の売却による収入		  1,000,000

	 国庫補助金による収入		  27,000

	 一般会計への繰出金による支出		  △2,450,000

	 長期貸付金の増減額（△は増加）	 	 43,875

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △6,792,017

3 　財務活動によるキャッシュ・フロー

	 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出	 	 △20,166

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △20,166

 資金増加額（又は減少額）  △6,192,168

 資金期首残高  15,752,664

 資金期末残高  9,560,496
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継 続 費 に 関 す る 調 書 （単位　千円）

款 項 事業名

全 体 計 画 令和 5
年度末
までの
支　払
義　務
発生額

令和 6
年度末
までの
支　払
義　務
発生額

令和 7
年　度
支払義
務発生
予定額

令和 7
年度末
までの
支払義
務発生
予定額

令和 8
年　度
以降の
支払義
務発生
予定額

継続費
の総額
に対す
る進捗
率　％

年度 年割額

左 の 財 源 内 訳

企業債 補助金 積立金 内　　部
留保資金 営業収益

1 資 本 的
支 出 1 水力発電所

建 設 費
保川発電所
建 設 事 業

平 成
30年度 347,000 325,000 22,000 347,000 347,000 347,000 10 

令 和
元年度 540,000 500,000 40,000 540,000 540,000 540,000 15 

令 和
2年度 491,000 454,630 36,370 491,000 491,000 491,000 13 

令 和
3年度 778,000 720,370 57,630 566,259 778,000 778,000 21 

令 和
4年度 202,000 183,640 18,360 202,000 202,000 6 

令 和
5年度 376,000 306,360 69,640 376,000 376,000 10 

令 和
6年度 143,000 130,000 13,000 143,000 143,000 4 

令 和
7年度 132,000 120,000 12,000 132,000 132,000 4 

令 和
8年度 546,000 40,000 506,000 546,000

令 和
9年度 57,200 57,200 57,200

令 和
10年度 44,800 44,800 44,800

計 3,657,000 2,780,000 877,000 1,944,259 2,877,000 132,000 3,009,000 648,000 83 
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5 事業外設備
改 良 費

地 域 水 素
利活用技術
開 発 事 業

令 和
5年度 396,000 240,000 156,000 396,000 396,000 6 

令 和
6年度 1,666,000 706,666 959,334 1,666,000 1,666,000 25 

令 和
7年度 2,788,000 1,689,697 1,098,303 2,788,000 2,788,000 42 

令 和
8年度 1,778,630 30,303 1,748,327 1,778,630

計 6,628,630 2,666,666 3,961,964 2,062,000 2,788,000 4,850,000 1,778,630 73 
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科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　額

令和7年度山梨県営電気事業予定貸借対照表 （単位　千円）

（令和 8 年 3 月 31 日）

	 資 産 の 部

	 1 	 固 定 資 産								      

		  ⑴	 電 気 事 業 固 定 資 産								      

			   イ	 水 力 発 電 設 備		  52,229,324						    

					     減 価 償 却 累 計 額	 	 △33,104,143		  19,125,181				  

			   ロ	 送 電 設 備		  1,722						    

					     減 価 償 却 累 計 額	 	 △1,636		  86				  

			   ハ	 業 務 設 備		  252,159						    

					     減 価 償 却 累 計 額	 	 △208,959	 	 43,200				  

				    電気事業固定資産合計						      19,168,467		

		  ⑵	 事 業 外 固 定 資 産								      

			   イ	 事 業 外 固 定 資 産		  7,407,622						    

					     減 価 償 却 累 計 額	 	 △2,457,647	 	 4,949,975				  

				    事 業 外 固 定 資 産 合 計						      4,949,975		
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		  ⑶	 投 資 そ の 他 の 資 産								      

			   イ	 投 資 有 価 証 券				    2,600,000				  

			   ロ	 出 資 金				    3,631,724				  

			   ハ	 長 期 貸 付 金				    2,424,658				  

			   ニ	 長 期 前 払 費 用				    1,216				  

			   ホ	 そ の 他 投 資			   	 100,000				  

				    投資その他の資産合計					     	 8,757,598		

				    固 定 資 産 合 計								        32,876,040

	 2 	 流 動 資 産								      

		  ⑴	 現 金 預 金						      9,560,496		

		  ⑵	 未 収 金						      1,398,765		

		  ⑶	 投 資 有 価 証 券						      2,600,000		

		  ⑷	 貯 蔵 品						      56,254		

		  ⑸	 短 期 貸 付 金						      43,879		

		  ⑹	 前 払 費 用						      75		

		  ⑺	 前 払 金						      520,051		

		  ⑻	 そ の 他 流 動 資 産					     	 17		

				    流 動 資 産 合 計							       	 14,179,537

    資 産 合 計        47,055,577

	 負 債 の 部
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	 3 	 固 定 負 債								      

		  ⑴	 企 業 債								      

			   イ	 			   	 7,267				  

				    企 業 債 合 計						      7,267		

		  ⑵	 引 当 金								      

			   イ	 退 職 給 付 引 当 金				    716,513				  

			   ロ	 特 別 修 繕 引 当 金			   	 1,695,296				  

				    引 当 金 合 計						      2,411,809		

		  ⑶	 そ の 他 固 定 負 債					     	 100,000		

				    固 定 負 債 合 計								        2,519,076

	 4 	 流 動 負 債								      

		  ⑴	 企 業 債								      

			   イ	 			   	 17,244				  

				    企 業 債 合 計						      17,244		

		  ⑵	 未 払 金						      100,631		

		  ⑶	 未 払 費 用						      59		

		  ⑷	 前 受 金						      2,587		

		  ⑸	 引 当 金								      

			   イ	 退 職 給 付 引 当 金				    147,855				  

			   ロ	 賞 与 引 当 金			   	 78,166				  

				    引 当 金 合 計						      226,021		

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
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		  ⑹	 そ の 他 流 動 負 債					     	 2,624		

				    流 動 負 債 合 計								        349,166

	 5 	 繰 延 収 益								      

				    長 期 前 受 金						      2,867,674		

				    収 益 化 累 計 額					     	 △1,866,890		

				    繰 延 収 益 合 計							       	 1,000,784

    負 債 合 計        3,869,026

	 資 本 の 部

	 6 	 資 本 金								        30,307,405

	 7 	 剰 余 金								      

		  ⑴	 資 本 剰 余 金								      

			   イ	 受 贈 財 産 評 価 額				    179				  

			   ロ	 そ の 他 資 本 剰 余 金			   	 9				  

				    資 本 剰 余 金 合 計						      188		

		  ⑵	 利 益 剰 余 金								      

			   イ	 減 債 積 立 金				    24,510				  

			   ロ	 利 益 積 立 金				    886,000				  

			   ハ	 建 設 改 良 積 立 金				    995,118				  

			   ニ	 地域文化振興等積立金				    3,089,791				  

			   ホ	 当年度未処分利益剰余金			   	 7,883,539				  
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				    利 益 剰 余 金 合 計					     	 12,878,958		

				    剰 余 金 合 計							       	 12,879,146

    資 本 合 計        43,186,551

    負 債 資 本 合 計        47,055,577
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注記

Ⅰ　重要な会計方針

1 　資産の評価基準及び評価方法

　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法

2　固定資産の減価償却の方法

　⑴　有形固定資産

　　　・減価償却の方法　　　定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　  8 年～ 50 年

　　　　　水路　　　　　57 年

　　　　　機械装置　　　22 年

　⑵　無形固定資産

　　　・減価償却の方法　　　定額法

3 　引当金の計上方法

　⑴　退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する額のうち、一般会計の負担見込額を除く額を

計上している。

　⑵　賞与引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額（12 月から 3月までの 4か月分）を計上している。

　⑶　特別修繕引当金

　設備等に係る定期修繕費用の支出に備えるため、支出見込額のうち前回の定期修繕の日から次回の定期修繕までの期間（12 年）

で均分した額を計上している。
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4 　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理　　　税抜方式

Ⅱ　セグメント情報に関する注記

1　報告セグメントの概要

　⑴　報告セグメントの決定方法

　山梨県営電気事業は、水力発電に加え、太陽光発電も行っていることから、発電形態別に「水力発電」、「太陽光発電」の 2つを

報告セグメントとしている。

　⑵　各報告セグメントの事業内容は次のとおりである。

事　　業　　区　　分 事　　　業　　　の　　　内　　　容

水 力 発 電 水力発電による電気の供給事業

太陽光発電 太陽光発電による電気の供給事業等

2　報告セグメントの営業収益等

　　令和 7年度予定（令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月 31 日まで）� （単位　千円）

電　　気　　事　　業
小　　計

調 整 欄
（※ 1）

合　　計
水 力 発 電 太陽光発電

営業収益 7,121,534 － 7,121,534 － 7,121,534

営業費用 4,189,785 － 4,189,785 － 4,189,785

営業損益 2,931,749 － 2,931,749 － 2,931,749

経常損益 2,987,045 △493,444 2,493,601 40,043 2,533,644

セグメント資産 27,245,106 4,949,975 32,195,081 14,860,496 47,055,577

セグメント負債 3,162,351 500,774 3,663,125 205,901 3,869,026

その他の項目

　減価償却費 859,545 564,279 1,423,824 － 1,423,824
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　特別利益 － － － － －

　特別損失 1,530 － 1,530 － 1,530

　有形固定資産及び無形固定資産の増加額 1,798,663 1,345,859 3,144,522 － 3,144,522

（※ 1）　調整欄は、一体的に管理しているため、報告セグメントに分けることができないものを計上しており、内訳は以下のとおりで

ある。

　経常損益には、預金等の受取利息である財務収益 40,982 千円から、財務費用 939 千円を差し引いた額を計上している。

　セグメント資産には、その他投資 100,000 千円、現金預金 9,560,496 千円、投資有価証券 5,200,000 千円を計上している。

　セグメント負債には、その他固定負債 100,000 千円、未払金 100,631 千円、未払費用 59 千円、前受金 2,587 千円、その他流動

負債 2,624 千円を計上している。

Ⅲ　その他の注記

1 　退職給付引当金の目的使用による取り崩し

　　当年度において、退職給付引当金 77,333 千円を使用する。

2　賞与引当金の目的使用による取り崩し

　　当年度において、賞与引当金 78,169 千円を使用する。

3　未収金のうち、消費税及び地方消費税は、317,673 千円である。
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款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

1 下水道事業収益 9,013,991 105,757 9,119,748

2 営業外収益 4,498,409 105,757 4,604,166

1 他会計負担金 1,213,466 6,454 1,219,920

3 長期前受金戻入 3,127,206 34,067 3,161,273

4 消費税及び地方
消費税還付金 38,878 65,236 104,114

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

（単位　千円）令和7年度山梨県流域下水道事業会計補正予算実施計画
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款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

1 下水道事業費用 8,973,798 40,545 9,014,343

1 営 業 費 用 8,905,952 41,389 8,947,341

3 減価償却費 4,274,196 41,389 4,315,585

2 営業外費用 66,845 △ 844 66,001

1 支払利息及び
企業債取扱諸費

66,843 △ 844 65,999

支　　　　　　出
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款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

1 資本的収入 1,950,224 294,000 2,244,224

1 企 業 債 425,000 77,000 502,000

1 企 業 債 425,000 77,000 502,000

2 国庫補助金 929,865 140,000 1,069,865

1 国庫補助金 929,865 140,000 1,069,865

3 市町村負担金 463,782 77,000 540,782

1 市町村負担金 463,782 77,000 540,782
流域下水道建設費
負担金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入
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款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

1 資本的支出 2,966,616 291,294 3,257,910

1 建設改良費 1,951,395 294,000 2,245,395

1 流域下水道
建 設 費 1,799,416 294,000 2,093,416 流域下水道施設建

設工事費等

2 企業債償還金 1,015,221 △ 2,706 1,012,515

1 企業債償還金 1,015,221 △ 2,706 1,012,515 企業債元金償還金

支　　　　　　出
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（単位　千円）令和7年度山梨県流域下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和 7 年 4 月 1 日から令和 8 年 3 月 31 日まで）

1 　業務活動によるキャッシュ・フロー

	 当年度純利益		  4,641

	 減価償却費		  4,315,585

	 賞与引当金の増減額（△は減少）		  189

	 長期前受金戻入額		  △3,161,273

	 支払利息及び企業債取扱諸費		  65,992

	 未収金の増減額（△は増加）		  1,039,552

	 未払金の増減額（△は減少）		  △277,153

	 前受金の増減額（△は減少）	 	 △285,990

	 小計		  1,701,543

	 支払利息及び企業債取扱諸費	 	 △65,992

 業務活動によるキャッシュ・フロー  1,635,551

2 　投資活動によるキャッシュ・フロー

	 有形固定資産の取得による支出		  △2,774,900

	 国庫補助金等による収入	 	 1,624,944

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,149,956

3 　財務活動によるキャッシュ・フロー

	 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入		  474,000

	 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出	 	 △1,012,515
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 財務活動によるキャッシュ・フロー  △538,515

 資金増加額（又は減少額）  △52,920

 資金期首残高  1,364,010

 資金期末残高  1,311,090
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（単位　千円）債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　　　　　項 限度額

令和  6  年度末までの
支 払 義 務 発 生 額

令 和  7   年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額 左の財源内訳

期　　　間 金　額 期　　　間 金　額 企業債 国　庫
補助金

市町村
負担金

他会計
補助金

峡東流域下水道建設事業に係る峡
東浄化センター管理本館空調設備
更新工事（笛吹市）について請負
契約を締結

288,000 令和 8年度から
令和 9年度まで

288,000 48,000 192,000 48,000
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科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　額

令和7年度山梨県流域下水道事業予定貸借対照表 （単位　千円）

（令和 8 年 3 月 31 日 )

	 資 産 の 部

	 1 	 固 定 資 産

		  ⑴	 有 形 固 定 資 産

			   イ	 土 地				    9,853,230				  

			   ロ	 建 物		  5,918,821						    

					     減 価 償 却 累 計 額	 	 △1,283,616		  4,635,205				  

			   ハ	 構 築 物		  101,196,924						    

					     減 価 償 却 累 計 額	 	 △18,791,929		  82,404,995				  

			   ニ	 機 械 及 び 装 置		  17,308,498						    

					     減 価 償 却 累 計 額	 	 △8,258,243		  9,050,255				  

			   ホ	 車 両 及 び 運 搬 具		  1,568						    

					     減 価 償 却 累 計 額	 	 △1,490		  78				  

			   ヘ	 工具、器具及び備品		  29,177						    

					     減 価 償 却 累 計 額	 	 △16,284	 	 12,893				  

218



				    有 形 固 定 資 産 合 計						      105,956,656		

		  ⑵	 無 形 固 定 資 産								      

			   イ	 電 話 加 入 権			   	 4,134				  

				    無 形 固 定 資 産 合 計					     	 4,134		

				    固 定 資 産 合 計								        105,960,790

	 2 	 流 動 資 産								      

		  ⑴	 現 金 預 金						      1,311,090		

		  ⑵	 未 収 金						      161,046		

		  ⑶	 貯 蔵 品						      383		

		  ⑷	 前 払 金					     	 306,242		

				    流 動 資 産 合 計							       	 1,778,761

    資 産 合 計        107,739,551

	 負 債 の 部

	 3 	 固 定 負 債

		  ⑴	 企 業 債

			   イ	 			   	 8,731,298

				    企 業 債 合 計						      8,731,298

		  ⑵	 そ の 他 固 定 負 債					     	 1,400

				    固 定 負 債 合 計								        8,732,698

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
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	 4 	 流 動 負 債

		  ⑴	 企 業 債

			   イ	 			   	 1,013,696

				    企 業 債 合 計						      1,013,696

		  ⑵	 未 払 金						      177,953

		  ⑶	 前 受 金						      672,652

		  ⑷	 引 当 金

			   イ	 賞 与 引 当 金			   	 9,314

				    引 当 金 合 計					     	 9,314

				    流 動 負 債 合 計								        1,873,615

	 5 	 繰 延 収 益

				    長 期 前 受 金						      90,914,045

				    収 益 化 累 計 額					     	 △20,872,952

				    繰 延 収 益 合 計							       	 70,041,093

    負 債 合 計        80,647,406

	 資 本 の 部

	 6 	 資 本 金								        19,687,074

	 7 	 剰 余 金

		  ⑴	 資 本 剰 余 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
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			   イ	 国 庫 補 助 金				    4,869,081

			   ロ	 市 町 村 負 担 金				    2,455,226

			   ハ	 他 会 計 補 助 金				    75

			   ニ	 受 贈 財 産 評 価 額			   	 73,696

				    資 本 剰 余 金 合 計						      7,398,078

		  ⑵	 利 益 剰 余 金

			   イ	 利 益 積 立 金				    2,352

			   ロ	 当年度未処分利益剰余金			   	 4,641

				    利 益 剰 余 金 合 計					     	 6,993

				    剰 余 金 合 計							       	 7,405,071

    資 本 合 計        27,092,145

    負 債 資 本 合 計        107,739,551
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注記

Ⅰ　重要な会計方針

1　資産の評価基準及び評価方法

　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法

2　固定資産の減価償却の方法

　⑴　有形固定資産

　・減価償却の方法　　　定額法

　・主な耐用年数

　　　建物　　　　　　　　35 年～ 50 年

　　　構築物　　　　　　　10 年～ 50 年

　　　機械及び装置　　　　  6 年～ 30 年

　　　車両及び運搬具　　　  4 年

　　　工具、器具及び備品　  5 年～ 10 年

3 　引当金の計上方法

　⑴　退職給付引当金

　退職給付引当金は、退職手当要支給額に相当する金額の全部を一般会計が負担するため、計上していない。

　⑵　賞与引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額（12 月から 3月までの 4か月分）を計上している。

4　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理　　　税抜方式

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

　企業債の償還に係る他会計の負担
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　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日から起算して 1 年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負

担すると見込まれる額は、9,724,441 千円である。

Ⅲ　セグメント情報に関する注記

　単一の事業を運営しているため、開示すべきセグメント情報はない。

Ⅳ　その他の注記

1　賞与引当金の目的使用による取り崩し

　　当年度において、賞与引当金 9,125 千円を使用する。

2　未収金のうち、消費税及び地方消費税は、104,114 千円である。
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（平和納）

再生紙を使用しています


